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成婚は国際結婚仲介業者の斡旋や知人の紹介によるものである（ 설  동훈 ほか，2005）。そして，
韓国語能力や韓国文化に関する理解がほとんどないまま移住してきた結婚移住女性たちは，言語・
生活様式・家庭文化など広範囲にわたって文化的な差による葛藤を感じており，夫および義理の





















































































国籍等 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
中国（朝鮮族） 59,902 70,901 77,853 87,565 88,922 97,796 100,524 103,194 98,037
中国 33,577 39,434 53,864 60,183 69,671 65,832 67,944 71,661 81,010
ベトナム 16,305 21,306 31,080 34,913 42,159 47,754 52,323 56,332 58,761
フィリピン 7,146 8,033 10,150 10,868 12,428 13,829 15,256 16,473 17,353
日本 6,742 6,653 5,742 5,594 11,070 11,705 12,338 12,875 13,239
カンボジア ― ― ― 3,354 4,422 5,316 5,684 6,184 6,468
モンゴル 1,605 2,121 2,591 2,665 2,959 3,068 3,186 3,257 3,305
タイ 1,566 1,896 2,291 2,350 2,914 2,918 2,975 3,088 3,208
アメリカ 1,436 1,750 1,911 1,890 2,598 2,747 3,081 3,350 3,473
ロシア 997 1,854 1,162 1,279 1,827 1,943 2,025 1,976 1,898
台湾 5,696 4,336 1,211 1,856 1,836 2,390 2,661 2,953 3,170
その他 7,043 9,940 11,543 9,031 11,958 12,429 13,298 14,499 15,524




地域 韓国（夫）＋外国（妻） 韓国（妻）＋外国（夫） 小計 ％
ソウル特別市 2,702 1,979 4,681 23.2
釜山広域市 787 332 1,119 5.5
大邱広域市 529 203 732 3.6
仁川広域市 770 307 1,077 5.3
光州広域市 344 94 438 2.2
大田広域市 347 137 484 2.4
蔚山広域市 346 89 435 2.2
世宗特別自治市 56 11 67 0.3
京畿道 3,630 1,685 5,315 26.3
江原道 367 72 439 2.2
忠淸北道 526 113 639 3.2
忠淸南道 709 163 872 4.3
全羅北道 634 108 742 3.7
全羅南道 635 91 726 3.6
慶尚北道 781 184 965 4.8
慶尚南道 905 296 1,201 5.9
済州自治道 228 56 284 1.4














































































で浮き彫りになっている（ 설  동훈 ほか，2005）。それだけでなく，夫によるDVの被害を受ける
事態も発生しており，国際結婚の移住女性たちに対する政府の中長期的な支援の必要性が指摘さ








































































































































































































































そうな存在というイメージが韓国社会の中で固着化しつつあることも指摘されている（ 이  종두 ・
 백  미연 ，2012;  황  정미 ，2014）。そして，多文化家庭の経済力に関係なく一律的な支援が行われ
ていることから非多文化家庭に対する逆差別につながるという批判もあり（ 김  혜순 ，2010），国
際結婚家庭における高い離婚率や偽装結婚の被害にあった韓国人男性たちの実態報告（ 김  지영 ・





「2009年全国多文化家族実態調査」（ 김  승권 ほか，2010）によると，韓国人配偶者の年齢に40代
が46.1％と最も多く，2020年以降退職を迎える韓国人の夫が増えることから国際結婚家庭では
収入減少による経済的な問題に直面することや，家計における結婚移住女性の役割が相対的に大
きくなることが予想された。ところが，3年後に実施された2012年の実態調査（ 전  기택 ほか，
2013）では，結婚移民者の58.5％がすでに就業中であり，2009年度の36.9％に比べて大幅に増加
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